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助
成
業
務

　

２
０
１
９
年
度
政
府
予
算
案
は
、
平
成
30

年
12
月
21
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）、

幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）（
私
立
幼
稚
園

に
関
す
る
主
な
予
算
）、
専
修
学
校
関
係
予

算
（
案
）
に
つ
い
て
の
概
要
を
説
明
し
ま
す
。

　
私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

　

２
０
１
９
年
度
私
学
助
成
関
係
予
算（
案
）

に
つ
い
て
は
、
下
図
の
と
お
り
で
す
。

　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
は
、
私
立
の
大

学
、
短
期
大
学
、
高
等
専
門
学
校
の
教
育
又

は
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
補

助
す
る
も
の
で
す
。

　

２
０
１
９
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、一
般
補

助
に
つ
い
て
は
、私
立
大
学
等
の
運
営
に
不

可
欠
な
教
育
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に

つ
い
て
支
援
す
る
と
と
も
に
、ア
ウ
ト
カ
ム
指

標
も
含
め
た
客
観
的
指
標
を
活
用
し
た
メ
リ

ハ
リ
あ
る
資
金
配
分
に
よ
り
、教
育
の
質
の

向
上
を
促
進
す
る
こ
と
と
し
て
、
２
７
１
２ 

億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

特
別
補
助
で
は
、
２
０
２
０
年
度
以
降
の

18
歳
人
口
の
急
激
な
減
少
や
経
済
社
会
の
急

激
な
変
化
を
踏
ま
え
、
自
ら
の
特
色
を
活
か

し
て
改
革
に
取
り
組
む
私
立
大
学
等
を
重
点

的
に
支
援
す
る
た
め
、
４
４
７
億
円
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

　

主
な
事
項
と
し
て
、「
私
立
大
学
等
改
革

総
合
支
援
事
業
」
に
つ
い
て
は
、
特
色
の
あ

る
教
育
研
究
の
推
進
や
、
産
業
界
・
他
大
学

等
と
の
連
携
、
地
域
に
お
け
る
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
を
通
じ
た
資
源
の
集
中
化
・
共
有

な
ど
、
役
割
や
特
色
・
強
み
の
明
確
化
に
向

け
た
改
革
に
全
学
的
・
組
織
的
に
取
り
組
む

大
学
等
を
重
点
的
に
支
援
す
る
こ
と
と
し

て
、
１
４
７
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
経
済
的
に
修
学
困
難
な
学
生
を
対

象
と
し
た
授
業
料
減
免
等
を
行
う
大
学
等
へ

の
支
援
に
つ
い
て
は
、
１
７
７
億
円
を
計
上

し
て
お
り
、
修
学
の
機
会
の
確
保
を
図
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
の
総
額
は
、
一
般
会
計
に
お
い
て
対
前
年

度
５
億
円
増
の
３
１
５
９
億
円
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

　

こ
の
他
、
復
興
特
別
会
計
に
お
い
て
は
、

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
災
し
た
福
島
県
内

の
大
学
等
の
安
定
的
な
教
育
研
究
環
境
の
整

備
や
被
災
学
生
の
授
業
料
減
免
等
を
支
援
す

る
こ
と
と
し
て
、７
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助

は
、
私
立
の
高
等
学
校
、
中
学
校
、
小
学
校

及
び
幼
稚
園
等
に
経
常
費
助
成
を
行
う
都
道

府
県
に
対
し
て
、
国
が
そ
の
一
部
を
補
助
す

る
も
の
で
す
。

　
２
０
１
９
年
度

私
学
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要
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2019年度予算額(案) 4,385億円
〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 86億円〕

(前年度予算額 4,277億円)
2019年度 私学助成関係予算（案）の概要

～私立学校の特色強化・改革の加速化に向けた推進～

（１）一般補助 871億円※（＋8億円）

都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援

○幼児児童生徒１人当たり単価の増額 等

（１）一般補助 2,712億円（＋15億円）

大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援する。
また、アウトカム指標も含めた客観的指標を活用したメリハリある資金配分に
より、教育の質の向上を促進

（２）特別補助 447億円（ ▲10億円）

2020年度以降の18歳人口の急激な減少や経済社会の急激な変化を踏ま
え、自らの特色を活かして改革に取り組む大学等を重点的に支援

○私立大学等改革総合支援事業 147億円（＋16億円）（一般補助及び特別補助の内数）

特色ある教育研究の推進や、産業界・他大学等との連携、地域におけるプラット
フォームを通じた資源の集中化・共有など、役割や特色・強みの明確化に向けた
改革に全学的・組織的に取り組む大学等を重点的に支援

○経済的に修学困難な学生に対する授業料減免等の充実 177億円(＋47億円)
経済的に修学困難な学生を対象とした授業料減免等を行う大学等への支援を

充実し、修学の機会の確保に向けた支援を強化

私立大学等経常費補助 3,159億円（＋5億円） 私立高等学校等経常費助成費等補助 1,031億円※（＋10億円）

私立学校施設・設備の整備の推進 195億円（＋93億円）
〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 86億円〕

（１）耐震化等の促進 136億円（＋86億円） 〔うち防災・減災、国土強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 86億円〕

○耐震改築事業を2020年度まで延長
○学校施設の耐震化完了に向けた校舎等の耐震改築（建替え）事業及び耐震補強事業、
そのほか防災機能強化を更に促進するための非構造部材の落下防止対策等の整備を
重点的に支援

○特に、重要インフラの緊急点検等により明らかとなった、倒壊し又は崩壊する危険性が特
に高い施設（Is値0.3未満）や、耐震性及び劣化等に課題がある緊急性の高い私立学校
施設の耐震対策を集中的に支援

（２）教育・研究装置等の整備 59億円（＋7億円）

○私立大学等の装置・設備費 22億円（＋7億円）

私立大学等の多様で特色ある教育・研究の一層の推進を図るため、私立大学等の装置・設備の
整備を支援

○私立高等学校等ICT教育設備整備推進事業 24億円（前年度同額）

次期学習指導要領等を踏まえ、アクティブ・ラーニング等を推進するため、私立高等学校等におけ
るICT環境の整備を支援

※ 他に、日本私立学校振興・共済事業団による融資事業（貸付見込額） 625億円〔うち財政融資資金 291億円〕

（３）特定教育方法支援事業 28億円 （＋1億円）

特別支援学校等の教育の推進に必要な経費を支援

（２）特別補助 133億円 （＋1億円）

各私立高等学校等の特色ある取組を支援するため、都道府県による助成
を支援

○外部人材の活用等による教育の質の向上に取り組む学校への支援の
充実

○特別な支援が必要な幼児の受入れや預かり保育を実施する幼稚園に
対する支援の充実 等

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

＜幼稚園・高校等の耐震化率＞

＜公立：小・中＞

＜私立：幼～高＞

＜大学等の耐震化率＞

＜国立＞

＜私立＞

約95％

90.3％
約93％

出典：私立学校耐震改修状況調査（2019年以降は各法人の耐震化計画及び整備実績を踏まえた推計値）

※子ども・子育て支援新制度移行分を含む
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助
成
業
務

　

２
０
１
９
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
一

般
補
助
の
幼
児
児
童
生
徒
数
の
増
減
を
反
映

す
る
と
と
も
に
、
１
人
当
た
り
単
価
を
前
年

度
予
算
と
比
較
し
て
１
・
１
％
増
額
し
て
い

ま
す
。

　

特
別
補
助
で
は
、
外
部
人
材
の
活
用
等
に

よ
る
教
育
の
質
の
向
上
に
取
り
組
む
学
校
へ

の
支
援
を
充
実
す
る
た
め
、「
教
育
の
質
の

向
上
を
図
る
学
校
支
援
経
費
」
に
つ
い
て
、

21
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
特
別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
の
受

け
入
れ
（
幼
稚
園
等
特
別
支
援
教
育
経
費
）

や
預
か
り
保
育
を
実
施
す
る
園
に
対
す
る
支

援
を
充
実
さ
せ
て
い
ま
す
。
こ
の
他
、
過
疎

高
等
学
校
特
別
経
費
、
授
業
料
減
免
事
業
等

支
援
特
別
経
費
、
特
別
支
援
学
校
等
に
対
し

て
国
が
そ
の
教
育
の
推
進
に
必
要
な
経
費
の

一
部
を
補
助
す
る
特
定
教
育
方
法
支
援
事
業

に
つ
い
て
、
必
要
な
経
費
を
引
き
続
き
計
上

し
て
い
ま
す
。　

　

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
助
成
費
等
補
助
の
総
額
は
、
対
前
年
度
10

億
円
増
の
１
０
３
１
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

私
立
学
校
施
設
・
設
備
整
備
費
補
助
は
、

建
学
の
精
神
や
特
色
を
活
か
し
た
質
の
高
い

教
育
研
究
活
動
の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設
備

の
整
備
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。

　

２
０
１
９
年
度
予
算
案
に
お
い
て
は
、
総

額
で
１
９
５
億
円
（
う
ち
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靭
化
関
係
予
算
（
臨
時
・
特
別
の
措
置
） 

86
億
円
）
を
計
上
し
て
お
り
、
各
学
校
の
個

性
・
特
色
を
活
か
し
た
教
育
研
究
の
質
の
向

上
の
た
め
の
装
置
・
設
備
の
高
機
能
化
等
の

支
援
の
ほ
か
、
耐
震
改
築
及
び
耐
震
補
強
等

の
防
災
機
能
強
化
に
対
し
て
引
き
続
き
重
点

的
に
支
援
し
、
私
立
学
校
の
施
設
の
耐
震
化

の
一
層
の
促
進
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靭
化
関
係

予
算
で
は
、
重
要
イ
ン
フ
ラ
の
緊
急
点
検
等

に
よ
り
明
ら
か
と
な
っ
た
、
倒
壊
し
又
は
崩

壊
す
る
危
険
性
が
特
に
高
い
施
設
や
、
耐
震

性
及
び
劣
化
等
に
課
題
が
あ
る
緊
急
性
の
高

い
私
立
学
校
施
設
の
耐
震
対
策
を
集
中
的
に

支
援
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
私
学
事
業
団
の
貸
付
事
業
を
活
用

し
た
耐
震
改
築
等
事
業
へ
の
利
子
助
成
（
私

立
学
校
施
設
高
度
化
推
進
事
業
費
補
助
）
に

つ
い
て
、
耐
震
化
促
進
等
の
た
め
、
12
億
円

を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

更
に
、次
期
学
習
指
導
要
領
等
を
踏
ま
え
、

ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
を
推
進
す
る

た
め
、
私
立
高
等
学
校
等
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ

環
境
の
整
備
に
対
す
る
支
援
と
し
て
、
24
億

円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
学
事
業
団
の
２
０
１
９
年
度
貸
付
事
業

に
つ
い
て
は
、
事
業
規
模
と
し
て
６
２
５
億

円 

（
う
ち
私
立
学
校
の
耐
震
化
分
は
２
６
４

億
円
）
を
計
画
し
て
お
り
、
そ
の
財
源
の
一

部
と
し
て
財
政
融
資
資
金
２
９
１
億
円
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

　

主
な
制
度
改
正
と
し
て
、
激
甚
災
害
（
本

激
）
に
被
災
し
た
学
校
法
人
等
に
対
し
て
貸

付
を
行
う
「
災
害
復
旧
経
営
資
金
」
を
平
成

30
年
11
月
に
創
設
す
る
と
と
も
に
、
私
立
大

学
附
属
病
院
の
機
能
強
化
や
耐
震
化
の
更
な

る
促
進
等
を
図
る
た
め
、
長
期
（
30
年
）
の

貸
付
メ
ニ
ュ
ー
を
創
設
等
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　

私
学
事
業
団
の
共
済
業
務
に
か
か
る
事
業

費
補
助
金
及
び
事
務
費
等
補
助
金
と
し
て

は
、
事
業
費
補
助
金
の
影
響
に
よ
り
、
対
前

年
度
71
億
円
増
の
１
３
４
４
億
円
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

　
２
０
１
８
年
度
第
二
次
補
正
予
算

　

２
０
１
８
年
度
第
二
次
補
正
予
算
が
平
成

31
年
２
月
７
日
に
成
立
し
ま
し
た
。

　

文
部
科
学
省
に
お
い
て
は
、
学
校
施
設
の

整
備
を
始
め
と
し
た
防
災・減
災
、
国
土
強
靭

化
に
資
す
る
施
策
や
、北
海
道
胆
振
東
部
地

震
等
に
よ
る
被
害
か
ら
の
復
旧
な
ど
、早
急

に
実
施
す
べ
き
事
業
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

私
立
学
校
関
係
に
つ
い
て
は
、私
立
学
校
施

設
の
耐
震
化
等
の
安
全
対
策
と
し
て
１
０
８ 

億
円
、
北
海
道
胆
振
東
部
地
震
へ
の
対
応
と

し
て
私
立
学
校
の
施
設
・
設
備
の
災
害
復

旧
支
援
等
に
５
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す 

（
左
図
）。

平成30年度第二次補正予算 113億円私立学校施設の耐震化・復旧支援

私立学校施設の耐震化等 ： 108億円

平成30年北海道胆振東部地震の対応： 5億円

※単位未満四捨五入による。

重要インフラの緊急対策の一環として、私立学校施設のうち倒壊し又は崩壊する危険性が特に高い
施設（Is値0.3未満）や、耐震性及び劣化等に課題がある緊急性の高い私立学校
ついて支援を行う。

施設の耐震対策に

○施設・設備の災害復旧費 3億円
・激甚法第17条等に基づく補助〔補助率；１／２〕

○教育研究活動復旧費 1億円
・教育研究活動の円滑かつ迅速な再開が図られるよう、教育研究活動の復旧に要する経常費補助を増額

○大学等授業料減免等の支援 1億円
・被災した学生を対象とした授業料減免等を行う私立大学等を設置する学校法人に対して支援
 〔補助率：２／３〕

○耐震改築（建替え）事業 55億円

○耐震補強事業 37億円

○非構造部材の耐震対策 16億円

柱のせん断破壊 天井材の落下

補助率：大学等1/2
幼稚園・高校等1/3（Ｉs値0.3未満の補強は1/2)
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幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

　

２
０
１
９
年
度
幼
児
教
育
関
係
予
算（
案
）

で
は
、
幼
児
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、 

２
０
１
９
年
10
月
か
ら
の
幼
児
教
育
無
償
化

を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
幼
児
教
育
の
質
の

向
上
及
び
環
境
整
備
を
充
実
す
る
た
め
の
予

算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

幼
児
教
育
の
無
償
化
に
つ
い
て
は
、
生
涯

に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う
幼
児
教

育
・
保
育
の
役
割
の
重
要
性
と
、
子
育
て
や

教
育
に
か
か
る
費
用
負
担
の
軽
減
を
図
る
と

い
っ
た
少
子
化
対
策
の
観
点
か
ら
実
施
す
る

も
の
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
段
階
的
に
推
進
し

て
き
た
取
り
組
み
を
一
気
に
加
速
化
し
ま

す
。
３
～
５
歳
ま
で
の
す
べ
て
の
子
供
に
つ

い
て
、
幼
稚
園
、
保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園

の
費
用
を
無
償
化
し
、
ま
た
こ
れ
ら
に
加
え

て
、
保
育
の
必
要
性
が
あ
る
と
認
定
さ
れ
た

子
供
を
対
象
に
、
幼
稚
園
が
行
う
預
か
り
保

育
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
無
償
化
し
ま
す
。
実

施
時
期
に
つ
い
て
は
、「
新
し
い
経
済
政
策

パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
や
骨
太
の
方
針
２
０
１
８
を

踏
ま
え
、
２
０
１
９
年
10
月
か
ら
実
施
し
ま

す
。
こ
れ
ら
に
必
要
な
予
算
を
計
上
し
て
い

ま
す
（
２
０
１
９
年
10
月
以
降
の
無
償
化
事

業
の
予
算
は
内
閣
府
計
上
予
算
）。

　

ま
た
、
幼
児
教
育
の
無
償
化
と
併
せ
て
、

幼
児
教
育
の
質
の
向
上
も
極
め
て
重
要
で

す
。
平
成
30
年
４
月
か
ら
実
施
さ
れ
た
新
し

い
幼
稚
園
教
育
要
領
等
を
踏
ま
え
つ
つ
、
幼

児
教
育
の
実
践
の
更
な
る
質
の
確
保
・
向
上

を
図
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
幼

児
教
育
推
進
体
制
の
充
実
・
活
用
強
化
、
幼

稚
園
等
に
お
け
る
人
材
確
保
の
取
り
組
み
や

質
向
上
の
た
め
の
評
価
の
実
施
へ
の
支
援
、

幼
稚
園
教
諭
の
専
門
性
向
上
に
向
け
た
免
許

上
進
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、Society

５
・

０
時
代
の
先
端
技
術
を
活
用
し
た
幼
児
教
育

分
野
の
実
証
研
究
等
の
実
施
に
必
要
な
予
算

を
新
た
に
計
上
し
ま
し
た
。
ま
た
、ECEC

　

N
etw

ork

事
業
に
参
画
す
る
た
め
の
予

算
な
ど
も
引
き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
幼
児
教
育
の
環
境
整
備
の
充
実

と
し
て
、
私
立
幼
稚
園
の
耐
震
化
や
認
定
こ

ど
も
園
等
へ
の
移
行
に
必
要
な
予
算
を
計
上

し
て
い
ま
す
。
私
立
幼
稚
園
の
耐
震
化
は
、

公
立
と
比
べ
て
遅
れ
て
い
る
状
況
で
あ
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
積
極
的
な
取
り
組
み
を
お
願

い
し
ま
す
。
ま
た
、
昨
今
の
大
規
模
災
害
を

踏
ま
え
、「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靭
化
の

た
め
の
３
カ
年
緊
急
対
策
」
を
策
定
し
、
園

舎
の
耐
震
化
、
ブ
ロ
ッ
ク
塀
の
安
全
対
策
に

必
要
な
予
算
や
待
機
児
童
の
早
期
解
消
を
図

る
た
め
の
予
算
を
平
成
30
年
度
補
正
予
算
に

計
上
し
て
い
ま
す
。
加
え
て
、
幼
稚
園
教
諭

免
許
と
保
育
士
資
格
の
併
有
促
進
支
援
、
質

の
向
上
に
関
す
る
研
修
等
の
実
施
、
認
定
こ

ど
も
園
等
に
移
行
す
る
幼
稚
園
の
準
備
、
園

務
改
善
の
た
め
の
Ⅰ
Ｃ
Ｔ
化
に
必
要
な
経
費

等
を
引
き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

　

２
０
１
９
年
度
の
専
修
学
校
関
係
予
算

（
案
）
で
は
、
①
専
修
学
校
教
育
の
人
材
養

成
機
能
の
向
上
、
②
専
修
学
校
教
育
の
質
保

証
・
向
上
、
③
学
び
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

の
保
障
の
三
つ
を
柱
と
し
て
、
多
様
な
振
興

策
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　

①
専
修
学
校
教
育
の
人
材
養
成
機
能
の
向

上
に
つ
い
て
は
、
新
た
に
「
専
修
学
校
リ
カ

レ
ン
ト
教
育
総
合
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に

お
い
て
、「
人
生
１
０
０
年
時
代
」
に
ふ
さ

わ
し
い
多
様
な
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
を
充
実
す

幼児教育の振興
背景１．幼児教育無償化の実施（幼稚園就園奨励費補助等） 701億円（283億円）

※内閣府計上予算含む

背景

２．幼児教育の質の向上 3.4億円（2.8億円）

３．幼児教育の環境整備の充実 58億円（39億円）

背景

○幼児教育実践の質向上総合プラン 3.1億円（2.5億円）
幼児教育の無償化とあわせて、幼児教育の質の向上も極めて重要。平成30年４月から実施された新しい幼稚園教育要領等を踏まえ

つつ、幼児教育の実践の更なる質の確保・向上を図る必要がある。そのため、地方公共団体における幼児教育推進体制の充実・活用
強化、幼稚園等における人材確保の取組や質向上のための評価の実施への支援、幼稚園教諭の専門性向上に向けた免許上進を推進す
るとともに、Society5.0時代の先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究等の事業を実施する。

2019年度予算額（案） 762億円 ※内閣府計上予算含む
（前年度予算額 324億円）

平成30年度補正予算額（案）123億円

）円億3.0（円億3.0加参の業事krowteN CECE・進推の解理の程課育教園稚幼○
新幼稚園教育要領の理解の下、適切な教育課程が編成・実施されるよう、研究協議会の開催や指導資料の作成を行う。また、

OECDにおいて計画されている調査に参加し、幼児教育の質の向上を図るための政策立案に資するデータや各国の事例を収集する。

背景
○私立幼稚園施設整備費 13億円（5億円）

平成30年度補正予算額（案）15億円
緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強・改築、非構造部材の

耐震対策等の安全対策等の防災機能強化工事に要する経費とともに、防
犯対策、アスベスト対策、エコ改修等に要する経費の一部を補助し、幼稚
園の環境整備を図る。
※「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」
への対応として、に約８億円を計上。

※補正予算額（案）には一次補正予算額含む。

○認定こども園等への財政支援 45億円（33億円）
平成30年度補正予算額（案）108億円

認定こども園の設置促進のため、認定こども園の施設整備・園舎の耐震
化・防犯対策に要する経費の一部を補助するとともに、幼稚園教諭免許と
保育士資格の併有促進、研修等の実施、園務改善のためのICT化等を支
援し、子供を安心して育てることが出来る体制の整備を促進する。
♦認定こども園施設整備交付金 34億円
♦教育支援体制整備事業費交付金 11億円
※「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」
への対応として、に約11億円を計上。

※補正予算額（案）には一次補正予算額含む。

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、幼児教育
に係る保護者負担の軽減を段階的に推進してきた。今般「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）等を踏
まえ、2019年10月からの全面的な無償化措置を実施し、幼児教育無償化を一気に加速する。
※2019年4月から9月までは、現行の幼稚園就園奨励費補助を実施。10月以降は新たな事業により無償化を実施する（予算計上は内閣府）。
また、現在、幼稚園就園奨励費補助の対象となっていない国立大学附属幼稚園や特別支援学校幼稚部等も無償化の対象とする。



5

平成 3 1 年 3 月 1 日　第 2 5 5 号

助
成
業
務

る
た
め
、
分
野
を
越
え
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
や
、
e
ラ
ー
ニ
ン
グ
を

積
極
的
に
活
用
し
た
学
び
直
し
講
座
の
開
設

手
法
の
検
証
、
持
続
可
能
な
リ
カ
レ
ン
ト
教

育
の
実
施
運
営
体
制
の
検
証
に
総
合
的
に
取

り
組
み
、
教
育
内
容
面
、
教
育
手
法
面
、
学

校
運
営
面
と
い
っ
た
多
面
的
な
視
点
で
専
修

学
校
の
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
機
能
の
強
化
を

図
っ
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、「
専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中

核
的
人
材
養
成
事
業
」
に
お
い
て
、
各
分
野

や
各
地
域
に
応
じ
た
中
長
期
的
な
人
材
育
成

に
向
け
た
協
議
体
制
の
構
築
等
を
進
め
る
と

と
も
に
、
来
た
る
べ
きSociety

５
・
０
等

の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
能
力
、
各
地
域
の
課

題
解
決
等
に
資
す
る
能
力
を
身
に
付
け
た
人

材
の
養
成
に
向
け
た
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

等
の
開
発
や
、
高
等
専
修
学
校
の
学
び
の

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
の
充
実
強
化
、
効

果
的
な
産
学
連
携
教
育
の
実
施
の
た
め
の
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成
等
を
引
き
続
き
実
施
す

る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、「
専
修
学
校
グ
ロ
ー
バ
ル
化
対

応
推
進
支
援
事
業
」
に
お
い
て
、
専
修
学
校

へ
の
留
学
に
か
か
る
入
口
か
ら
出
口
に
至
る

ま
で
の
総
合
的
・
戦
略
的
な
留
学
生
施
策
の

推
進
に
つ
い
て
、
各
地
域
に
お
け
る
関
係
機

関
等
と
の
連
携
に
よ
る
モ
デ
ル
体
制
の
構
築

を
進
め
る
と
と
も
に
、
専
修
学
校
の
外
国
人

留
学
生
の
実
態
把
握
の
た
め
、
留
学
動
向
や

そ
の
後
の
就
職
状
況
に
つ
い
て
、
全
国
的
な

調
査
等
を
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　

②
専
修
学
校
教
育
の
質
保
証
・
向
上
に
つ

い
て
は
、「
職
業
実
践
専
門
課
程
等
を
通
じ

た
専
修
学
校
の
質
保
証
・
向
上
の
推
進
」
事

業
に
お
い
て
、
引
き
続
き
、
職
業
実
践
専
門

課
程
に
よ
る
取
り
組
み
の
更
な
る
質
向
上
に

向
け
た
先
進
モ
デ
ル
の
開
発
や
、
教
職
員
の

資
質
能
力
向
上
の
推
進
に
向
け
た
自
立
的
・

持
続
的
な
研
修
実
施
の
体
制
づ
く
り
及
び
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
を
実
施
す
る
と
と
も

に
、
新
た
に
専
修
学
校
の
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
の
強
化
を
図
っ
て
い
く
等
、
専
修
学
校
全

体
の
質
保
証
・
向
上
に
向
け
た
多
様
な
取
り

組
み
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
専
修

学
校
が
担
う
職

業
教
育
の
魅
力

発
信
力
を
強
化

す
る
た
め
「
専

修
学
校
と
地
域

の
連
携
深
化
に

よ
る
職
業
教
育

魅
力
発
信
力
強

化
事
業
」
に
お

い
て
、
効
果
的

な
情
報
集
約
・

情
報
発
信
の
在

り
方
に
つ
い
て

検
討
・
検
証
を

行
う
と
と
も

に
、
関
係
機
関

と
連
携
し
、
専

修
学
校
の
職
業

教
育
機
能
を
生

か
し
た
体
感
型
の
学
習
機
会
（
職
業
体
験
講

座
の
提
供
、
出
前
授
業
）
等
を
提
供
し
た
際

の
効
果
、
連
携
に
当
た
っ
て
の
留
意
点
の
整

理
を
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

　

③
学
び
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
保
障
に

つ
い
て
は
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
専
門
学
校

生
が
経
済
的
理
由
に
よ
り
修
学
を
断
念
す
る

こ
と
が
な
い
よ
う
、
専
門
学
校
生
に
対
す
る

経
済
的
支
援
策
に
つ
い
て
総
合
的
な
検
討
を

進
め
る
た
め
の
「
専
門
学
校
生
へ
の
効
果
的

な
経
済
的
支
援
の
在
り
方
に
関
す
る
実
証
研

究
事
業
」
を
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と
し

　　　　　　　　　（　）は３０年度予算額

25.5 億円 (27.3億円)

12.7 億円 (17.4億円)

3.1 億円 （新規）

　「人生100年時代」にふさわしい多様なリカレント教育機会の充実を図るため、専修学校に
おけるリカレント教育機能の強化に向けて分野を越えたリカレント教育プログラムの開発
や、eラーニングを活用した講座の開催手法の実証、リカレント教育の実施運営体制の検証
を総合的に推進する。

2.0 億円 (2.0億円)

　諸外国における日本の専修学校の広報・優秀な外国人留学生の掘り起こし、日本語教育
支援や修学支援、留学生の在籍管理、卒業後の国内への定着支援など、各地域における
関係機関・団体との連携によるモデル体制の構築を進める。

7.6 億円 (7.9億円)

2.1 億円 (1.9億円)

1.6 億円 (1.3億円)

専修学校における研修プログラム開発や研修体制づくり等による教育体制の充実を図る
とともに、先進モデルの開発等による職業実践専門課程の充実に向けた取組や教学マネ
ジメントの強化の推進等を通じて、職業教育の充実及び専修学校の質保証・向上を図る。

0.5 億円 (0.6億円)

専修学校が担う職業教育の魅力発信力を強化するため、効果的な情報発信の在り方に
ついて検討・検証を行うとともに、関係機関と連携し、専修学校の職業教育機能を生かした
体感型の学習機会等を提供した際の効果、連携に当たっての留意点を整理する。

9.9 億円 (7.1億円)

(1.8億円)

・専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業 1.7 億円

　意欲と能力のある専門学校生が経済的理由により、修学を断念することがないよう、経
済的支援及び修学支援アドバイザーによる修学支援を行い、施策効果等に関するデー
タを継続的に収集し、分析・検証を行い、その効果等について普及することにより専門学
校の取組の更なる充実を図る。

・高等教育費負担軽減実施体制整備費補助金【新規】 2.8 億円

　高等教育費の負担軽減の実施に向けて、私立専門学校に関する事務処理等を関係機
関において適切に行えるようにするための体制整備に係る経費

3.0 億円 (3.0億円)

【補助対象】　教育装置、学校施設等の耐震化工事、アスベスト対策　等

2.3 億円 (2.3億円)

【補助対象】　情報処理関係設備の整備

億円 (36.3億円)

○　専門学校生への経済的支援の充実に向けた取組

○　私立学校施設整備費補助金

○　私立大学等研究設備整備費等補助金

合 計 37.5

　専修学校教育の人材養成機能の向上

　専修学校教育の質保証・向上

2019年度  専修学校関係予算（案）

○　専修学校による地域産業中核的人材養成事業
　分野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築等を進めるとともに、これか
らの時代に対応した教育プログラム等の開発や効果的な産学連携教育の実施のためのガ
イドラインの作成等を進める。

○　専修学校グローバル化対応推進支援事業

　学びのセーフティネットの保障

○　国費外国人留学生制度

○　職業実践専門課程等を通じた専修学校の質保証・向上の推進

○　専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力発信力強化事業

○　専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト【新規】

※ ブロック塀の撤去・再設置に係る経費は、平成30年度補正予算において措置されている。

※ 上記のほか、高等学校等就学支援金、日本学生支援機構の奨学金事業等の中に専修学校を対象とした予算が含まれている。

※ 国土強靭化対応における重要インフラ整備に関する経費については、専修学校も対象になっている。

※ 計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しない。

＜事業での取組＞

○産学連携体制の整備

○教育プログラム等の開発

・Society5.0等対応カリキュラムの開発・実証 ・地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証

・学びのセーフティーネット機能の充実強化

○産学連携手法（専修学校版デュアル教育）の開発

て
い
る
ほ
か
、
２
０
２
０
年
度
か
ら
の
高
等

教
育
の
負
担
軽
減
の
実
施
に
向
け
た
体
制
整

備
の
た
め
の
経
費
に
つ
い
て
も
盛
り
込
ん
で

い
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
に
も
、
学
校
施
設
や
非
構
造
部

材
の
耐
震
化
工
事
、
教
育
装
置
や
情
報
処
理

関
係
設
備
の
整
備
、
エ
コ
改
修
工
事
等
の
専

修
学
校
の
教
育
基
盤
の
整
備
に
必
要
な
経
費

の
一
部
を
補
助
す
る
た
め
の
予
算
を
計
上
す

る
と
と
も
に
、
ブ
ロ
ッ
ク
塀
の
撤
去
・
再
設

置
に
か
か
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
平
成
30
年

度
第
一
次
補
正
予
算
に
お
い
て
前
倒
し
し
て

計
上
し
て
い
ま
す
。



6

平成 3 1 年 3 月 1 日　第 2 5 5 号

助
成
業
務

 
学
校
法
人　

平
山
学
園

対
象
校　

清
林
館
高
等
学
校

所
在
地　

愛
知
県　

愛
西
市

対
象
事
業　

校
舎
等
移
転
事
業

　
　
　
　
　
【
校
舎
耐
火
鉄
骨
新
築
】

応
対
者　

理
事
長　

平
山 

哲
明　

氏

　
　
　
　
　

事
務
長　
水
越　

 

悟　

氏

　

平
山
学
園
は
大
正
15
年
、
平
山
哲
堂
先
生

が
弘
浄
寺
境
内
に
津
島
縫
製
女
学
校
を
創
立

し
た
こ
と
か
ら
歩
み
を
始
め
ま
し
た
。

　

昭
和
23
年
に
は
校
名
を
学
校
法
人
平
山
学

園
津
島
女
子
高
等
学
校
（
家
政
科
・
商
業
科
・

普
通
科
）
と
し
、
平
成
13
年
に
現
在
の
校
名

で
あ
る
清
林
館
高
等
学
校
に
改
称
、
建
学
の

精
神
「
全
校
一
家
族
」
を
礎
に
、
校
是
を
信

仰
（
感
謝
）、
勤
労
（
奉
仕
）、
実
際
（
事
実
）

と
し
て
「
こ
の
世
の
す
べ
て
の
人
を
家
族
と
考

え
、
人
の
た
め
、
世
の
た
め
に
奉
仕
で
き
る

人
格
の
育
成
」
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

同
校
は
老
朽
化
し
た
校
舎
の
整
備
や
大
型

の
体
育
館
、
グ
ラ
ウ
ン
ド
の
確
保
に
向
け
津

島
市
か
ら
愛
西
市
に
校
舎
等
を
移
転
新
築
、

現
在
で
は
文
理
特
進
・
文
理
選
抜
コ
ー
ス
、

国
際
コ
ー
ス
、
進
学
総
合
コ
ー
ス
を
擁
し
、
培

わ
れ
た
伝
統
を
受
け
継
ぎ
、
次
世
代
に
輝
く

た
め
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
「
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル

事
業
団
資
金
で
明
日
を
拓
く

事
業
団
融
資
を
ご
利
用
い
た
だ
い
た
学
校
紹
介

S
」
の
も
と
、
昭
和
50
年
以
来
の
国
際
交
流

活
動
に
も
力
を
注
ぎ
つ
つ
、
日
々
ま
い
進
し
て

い
ま
す
。

　

今
回
は
、
こ
の
校
舎
等
移
転
事
業
に
つ
い

て
、
平
山
理
事
長
、
水
越
事
務
長
に
お
話
を

伺
い
ま
し
た
。

―　

校
舎
等
の
移
転
事
業
は
、
ど
の
よ
う
に

進
め
ら
れ
ま
し
た
か
。

　

昭
和
40
年
代
か
ら
移
転
の
計
画
が
あ
り
、

説
明
会
を
開
き
つ
つ
移
転
先
を
探
し
て
い
ま

し
た
が
、
当
時
は
条
件
を
満
た
す
土
地
が
見

つ
か
り
ま
せ
ん
で
し
た
。
こ
の
間
、
創
設
者

が
建
て
た
旧
校
舎
は
築
後
50
年
近
く
経
過
し

移転後の清林館高等学校

手
狭
に
な
り
、
早
急
に
生
徒
の
身
の
安
全
を

確
保
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
ま
し
た
。

ま
た
、
全
校
の
生
徒
が
収
容
で
き
る
大
型
の

体
育
館
や
校
地
内
に
広
い
グ
ラ
ウ
ン
ド
も
必

要
で
し
た
の
で
、
建
て
替
え
で
は
な
く
移
転

を
決
断
し
ま
し
た
。
タ
イ
ミ
ン
グ
よ
く
、
事

務
長
が
愛
西
市
に
現
在
の
土
地
を
探
し
当
て

た
こ
と
も
移
転
の
決
定
を
後
押
し
し
ま
し
た
。

―　

新
校
舎
の
コ
ン
セ
プ
ト
、
ま
た
、
工
夫

さ
れ
た
点
は
ど
こ
に
あ
る
で
し
ょ
う
か
。

　

生
徒
の
安
全
を
第
一
に
、
勉
学
に
一
番
効

果
的
・
効
率
的
な
建
て
方
を
模
索
し
ま
し
た
。

こ
れ
か
ら
の
ト
レ
ン
ド
を
読
み
、
校
舎
全
体

を
黒
と
白
の
落
ち
着
い
た
基
調
と
し
、
木
の

ぬ
く
も
り
も
随
所
に
取
り
入
れ
ま
し
た
。

　

理
事
長
の
原
案
を
教
員
に
提
示
し
て
意
見

を
求
め
る
こ
と
も
試
み
ま
し
た
。
特
に
、新
校

舎
へ
の
引
っ
越
し
で
物
品
を
運
び
入
れ
る
際

に
、教
室
周
辺
の
ロ
ッ
カ
ー
や
下
駄
箱
な
ど
に

つ
い
て
、日
々
教
鞭
を
と
る
現
場
の
教
員
か
ら

積
極
的
な
意
見
を
取
り
入
れ
た
結
果
、非
常
に

効
率
的
な
配
置
に
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

 

休憩時間などに大勢の生徒が集う中庭

　

校
舎
と
体
育
館
の
間
は
中
庭
に
な
っ
て
い

ま
す
。
歴
史
あ
る
旧
校
舎
の
名
残
を
と
ど
め

て
お
き
た
い
と
考
え
、
設
計
者
に
依
頼
し
ま

し
た
。
中
庭
は
開
放
感
い
っ
ぱ
い
で
、
休
憩
時

間
や
放
課
後
な
ど
に
は
大
勢
の
生
徒
が
集
ま

り
、
昼
食
も
こ
こ
で
取
る
な
ど
、
大
変
楽
し

そ
う
に
過
ご
し
て
い
ま
す
。

　

校
内
は
午
後
７
時
ま
で
活
気
に
満
ち
て
お

り
、
生
徒
は
自
習
や
補
習
に
励
ん
で
い
ま
す
。

　

教
室
は
廊
下
を
挟
ん
で
二
列
に
配
置
し
ま

し
た
。
廊
下
側
の
壁
は
大
き
な
ガ
ラ
ス
窓
に

し
て
教
員
、
生
徒
の
勉
学
の
様
子
が
よ
く
見

え
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
教
員
同
士
も
互

い
に
切
磋
琢
磨
し
な
が
ら
授
業
を
行
え
る
工

夫
を
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
廊
下
の
奥
の
壁

に
つ
い
て
も
ガ
ラ
ス
張
り
に
し
た
の
で
廊
下
全

体
が
大
変
明
る
く
、
気
持
ち
の
良
い
空
間
と

な
り
ま
し
た
。

廊下の両側にあるガラス張りの教室
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―　

新
校
舎
に
建
学
の
精
神
や
教
育
理
念
を

ど
の
よ
う
に
反
映
さ
せ
て
い
ま
す
か
。

　

本
学
は
建
学
の
精
神
「
全
校
一
家
族
」
を

掲
げ
て
い
る
の
で
す
が
、
旧
校
地
で
は
入
学

式
も
卒
業
式
も
創
立
記
念
日
も
全
校
生
徒
が

一
堂
に
会
す
る
施
設
が
な
く
、
残
念
に
思
っ
て

い
ま
し
た
。
今
回
の
移
転
に
よ
り
広
い
校
地

を
確
保
で
き
た
た
め
、
全
校
生
徒
が
集
え
る

体
育
館
を
新
築
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

移
転
前
で
は
学
年
単
位
や
選
抜
生
徒
な
ど

で
し
か
行
事
等
が
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
が
、

こ
れ
を
解
消
す
る
こ
と
が
で
き
た
こ
と
を
非

常
に
喜
ば
し
く
思
っ
て
い
ま
す
。

　

職
員
室
の
前
の
廊
下
に
は
、
面
談
用
の
机

と
椅
子
が
あ
り
ま
す
。
相
談
等
が
あ
る
生
徒

が
職
員
室
に
来
た
時
、
教
員
が
自
ら
廊
下
に

出
て
面
談
を
し
て
い
ま
す
。
生
徒
と
教
員
の

距
離
を
縮
め
る
こ
と
に
役
立
っ
て
い
ま
す
。 全校生徒が収容できる体育館

―　

事
業
団
融
資
を
利
用
さ
れ
た
理
由
は
何

で
し
ょ
う
か
。

　

こ
れ
ま
で
も
事
業
団
の
融
資
を
利
用
さ
せ

て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
が
、
20
年
の
長
期

固
定
金
利
で
あ
っ
た
こ
と
や
老
朽
校
舎
の
建

て
替
え
事
業
の
た
め
、
国
の
利
子
助
成
制
度

を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
た
た
め
で
す
。

取
材
後
記

　

校
内
を
見
学
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い
る
合

間
に
、
す
れ
違
う
生
徒
の
皆
さ
ん
の
明
る
く

元
気
な
挨
拶
の
声
が
響
き
、
清
林
館
高
等
学

校
の
建
学
の
精
神
「
全
校
一
家
族
」
の
成
果

を
身
近
に
感
じ
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

ご
多
用
の
と
こ
ろ
学
園
の
さ
ま
ざ
ま
な
姿

を
お
話
い
た
だ
き
ま
し
た
理
事
長
、事
務
長
並

び
に
関
係
者
の
方
々
に
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

 

【
取
材　

企
画
室
】

職員室前の面談コーナー

学
校
法
人　

君
が
淵
学
園

対
象
校　

崇
城
大
学

所
在
地　

熊
本
県　

熊
本
市

対
象
事
業　

熊
本
地
震
・
災
害
復
旧
工
事

　
　
　
　
　
【
改
修
工
事
等
】

応
対
者　

事
務
局
長　

高
木　

欣
哉 

氏

　
　
　
　
　

広
報
課
長　
今
野 　

京　

氏

　

学
校
法
人
君
が
淵
学
園
は
、
前
の
理
事
長
・

学
長
中
山
義
崇
氏
が
「
戦
後
日
本
の
疲
弊
を

救
う
道
は
産
業
の
振
興
と
産
業
人
の
育
成
に

あ
る
」
と
の
考
え
の
も
と
で
、
昭
和
24
年
に

熊
本
市
内
に
創
設
し
た
私
塾
「
電
気
・
電
波

学
校
」
か
ら
始
ま
り
ま
す
。

　

開
学
当
初
か
ら
、
実
学
を
通
じ
た
実
践
教

育
で
注
目
さ
れ
つ
つ
年
々
規
模
を
拡
大
し
、

昭
和
42
年
に
前
身
で
あ
る
熊
本
工
業
大
学
が

開
学
し
ま
し
た
。
平
成
12
年
に
芸
術
学
部
な

ど
を
増
設
し
て
総
合
大
学
と
な
り
、
君
子
達

が
学
び
競
う
学
科
棟
は
、「
城
」
で
あ
り
、
そ

の
城
が
集
ま
っ
て
「
大
業
を
崇
（
お
こ
）
す
」

こ
と
か
ら「
崇
城
大
学
」と
大
学
名
を
変
更
し
、

平
成
27
年
に
開
学
50
周
年
を
迎
え
ま
し
た
。

現
在
で
は
５
学
部
10
学
科
と
三
つ
の
大
学
院

を
有
す
る
理
工
系
総
合
大
学
と
し
て
、
お
よ

そ
３
７
０
０
名
の
学
生
が
学
ん
で
い
ま
す
。

　

現
職
の
中
山
峰
男
理
事
長
・
学
長
は
、
今

後
社
会
で
必
要
と
さ
れ
る
の
は
、
問
題
解
決

能
力
を
身
に
着
け
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
で
き

る
人
材
と
考
え
、
実
践
教
育
で
学
生
の
ポ
テ

ン
シ
ャ
ル
を
目
覚
め
さ
せ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
重

視
し
、
英
語
学
習
施
設
「
Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
（
シ
ル

ク
）」【SO

JO
 -International Learning　

Center

】
を
理
工
系
大
学
で
初
め
て
設
置
す

る
な
ど
時
代
を
先
取
り
す
る
独
自
の
取
り
組

み
を
始
め
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
日
本
初
と
な
る
「
大
学
公
認
の

起
業
の
部
活
動
」
を
創
設
す
る
な
ど
、
地
方

創
成
の
核
と
な
る
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、

起
業
家
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
展
開
し
ま
し
た
。

　

そ
の
よ
う
な
中
で
、
平
成
28
年
４
月
14
日

と
16
日
の
二
度
に
も
及
ぶ
震
度
６
～
７
ク
ラ

ス
の
「
平
成
28
年
熊
本
地
震
」
が
学
内
に
甚

大
な
被
害
を
も
た
ら
し
ま
し
た
。

―　
「
平
成
28
年
熊
本
地
震
」
で
の
被
災
状
況

に
つ
い
て
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　

被
害
は
学
内
全
域
に
及
び
、
特
に
震
源
地

の
益
城
町
に
隣
接
す
る
菊
陽
町
に
あ
る
工
学

部
宇
宙
航
空
シ
ス
テ
ム
工
学
科
の
空
港
キ
ャ

ン
パ
ス
の
被
害
が
大
き
く
、
エ
ア
ラ
イ
ン
パ
イ

ロ
ッ
ト
と
航
空
整
備
士
を
目
指
す
約
２
０
０

名
の
学
生
の
う
ち
、
半
数
の
学
生
が
居
住
で

き
な
く
な
り
ま
し
た
の
で
、
仮
設
の
寮
を
設

置
し
ま
し
た
。

　

メ
イ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
で
は
本
館
の
壁
面
も

タ
イ
ル
が
剥
が
れ
、
各
棟
の
室
内
は
倒
れ
た

書
架
、
フ
ァ
イ
ル
や
実
験
機
器
な
ど
で
、
室

内
に
入
る
の
す
ら
困
難
な
中
で
、
ま
ず
学
生

や
教
職
員
の
安
否
確
認
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

さ
ら
に
地
震
対
策
本
部
を
設
置
し
、
被
災
し

た
学
生
の
学
費
の
免
除
･
減
免
や
、
元
の
学

生
生
活
を
取
り
戻
す
方
策
に
つ
い
て
、
会
議

を
重
ね
ま
し
た
。
そ
れ
に
並
行
し
て
、
学
内

外
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
へ
の
対
応
や
現
状
の

情
報
発
信
を
行
い
つ
つ
、
学
内
の
関
係
部
署
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助
成
業
務

 
で
連
携
を
取
り
、
一
日
も
早
い
授
業
再
開
を

目
指
し
ま
し
た
。

―　

今
回
の
地
震
の
復
旧
工
事
の
中
で
工
夫

さ
れ
た
点
は
あ
り
ま
す
か
。

　

学
内
の
教
職
員
、
学
生
か
ら
意
見
を
集
約

し
た
案
を
取
り
ま
と
め
、
設
計
事
務
所
か
ら

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
の
提
出
を
受
け
る
、
設
計
コ
ン

ペ
方
式
を
採
用
し
ま
し
た
。

　

建
物
（
旧
D
号
館
）
に
つ
い
て
は
、
学
生

の
身
の
安
全
を
守
る
こ
と
を
第
一
に
考
え
、
災

害
に
負
け
ず
新
た
な
気
持
ち
で
勉
学
に
励
む

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
十
分
な
耐
久
性
を
備

え
た
構
造
と
し
、
か
つ
半
円
形
の
ガ
ラ
ス
の

曲
面
で
や
さ
し
く
包
み
込
む
建
物
と
し
ま
し

た
。
ま
た
従
前
の
講
義
室
、
教
室
を
現
在
の

ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
て
見
直
し
、
３
階
は
８
３
０

名
収
容
の
大
講
義
室
、
２
階
は
ア
ク
テ
ィ
ブ
・

ラ
ー
ニ
ン
グ
教
室
、
１
階
は
旧
D
号
館
の
工

タイルが剥がれ落ちたメインキャンパス本館 

事
に
伴
っ
て
食
堂
を
解
体
し
た
た
め
軽
食
＆

カ
フ
ェ
テ
リ
ア
と
し
て
整
備
し
ま
し
た
。

　

建
物
の
名
称
は
、
学
生
か
ら
公
募
し
教
職

員
で
投
票
し
た
結
果
、
復
興
へ
の
思
い
が 

き
ら
び
や
か
に
表
現
さ
れ
た
「
Ｓ
ｏ
Ｌ
Ａ 

（
ソ
ー
ラ
）」（
崇
城
大
のSo

に
、Lum

inous 
A

uditorium
:

明
る
く
光
る
講
堂
）
と
名
付

け
ま
し
た
。

―　

地
震
の
影
響
に
よ
り
英
語
学
習
施
設 

「
Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
」
も
建
て
替
え
に
な
っ
た
と
お
伺

い
し
ま
し
た
が
。

　

Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
は
、
地
震
で
地
盤
が
下
が
り
建

物
が
傾
き
、
入
り
口
の
ド
ア
も
半
壊
し
、
使

用
不
可
能
に
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
た
め
、
Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
の
学
習
環
境
を
図

書
館
な
ど
に
分
散
し
て
、講
義
を
な
ん
と
か
継

続
し
て
い
ま
し
た
。
そ
の
間
施
設
の
再
開
を

心
待
ち
に
し
て
い
た
学
生
た
ち
の
思
い
を
よ

改築された旧 D 号棟「SoLA」

り
良
い
学
習
環
境
で
実
現
さ
せ
て
あ
げ
た
い

と
考
え
、
設
計
や
内
装
な
ど
に
Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
の

外
国
人
教
員
の
ア
イ
デ
ィ
ア
を
全
面
的
に
取

り
入
れ
、
４
階
建
て
の
施
設
と
し
て
生
ま
れ

変
わ
り
ま
し
た
。

　

学
内
留
学
の
風
景
を
シ
ン
ボ
ラ
イ
ズ
す
る

も
の
と
し
て
、
新
た
に
Ｓ
Ｉ
Ｌ
Ｃ
に
カ
フ
ェ
を

設
置
し
た
と
こ
ろ
、
学
生
の
施
設
滞
在
時
間

が
長
く
な
る
と
い
う
効
果
も
あ
り
ま
し
た
。

　

２
階
フ
ロ
ア
は
、
自
律
学
修
セ
ン
タ
ー

「
Ｓ
Ａ
Ｌ
Ｃ
（
サ
ル
ク
）」【Self-A

ccess 
Learning Center

】
と
な
っ
て
お
り
、
レ
ベ

ル
分
け
さ
れ
た
英
語
の
本
、
雑
誌
、
マ
ン
ガ
、

映
画
の
Ｄ
Ｖ
Ｄ
や
音
楽
Ｃ
Ｄ
な
ど
が
教
材
と

し
て
各
コ
ー
ナ
ー
に
配
置
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

施
設
内
に
は
12
時
か
ら
夕
方
６
時
ま
で
外

国
人
講
師
が
待
機
し
、
学
生
の
英
語
学
習
に

関
す
る
相
談
に
も
対
応
で
き
る
体
制
と
な
っ

て
い
ま
す
。

復旧した英語学習施設「SILC」

　

こ
う
し
た
英
語
学
習
の
取
り
組
み
の
結
果

と
し
て
、
在
学
生
が
平
成
29
年
に
開
催
さ

れ
た
第
６
回
全
国
学
生
英
語
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー

シ
ョ
ン
コ
ン
テ
ス
ト
で
は
、
並
み
居
る
英
語
教

育
の
強
豪
大
学
を
抑
え
て
堂
々
た
る
１
位
の

最
優
秀
賞
（
文
部
科
学
大
臣
賞
）
を
受
賞
す

る
と
い
う
快
挙
を
成
し
遂
げ
ま
し
た
。

―　

今
回
の
災
害
復
旧
に
当
た
り
、
私
学
事

業
団
の
融
資
を
利
用
し
て
い
た
だ
い
た
経
緯

を
お
教
え
く
だ
さ
い
。

　

毎
年
事
業
団
か
ら
送
付
さ
れ
る
ア
ン
ケ
ー

ト
等
に
よ
り
災
害
融
資
の
こ
と
を
知
り
、
貸

付
５
年
目
ま
で
無
利
子
で
あ
る
こ
と
が
わ
か

り
、
利
用
す
る
こ
と
を
決
め
ま
し
た
。

　

取
材
後
記

　

平
成
28
年
熊
本
地
震
の
際
に
は
、
多
く
の

在
学
生
が
授
業
再
開
ま
で
積
極
的
に
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
に
参
加
し
て
い
た
こ
と
を
各
所
か
ら

届
い
た
お
礼
状
で
知
り
、
中
山
理
事
長
・
学

長
は
、
学
生
の
優
し
い
心
と
行
動
力
に
涙
が

溢
れ
た
と
伺
い
ま
し
た
。　

　

30
年
８
月
に
は
原
形
復
旧
工
事
は
完
了
さ

れ
た
と
の
こ
と
で
し
た
が
、
学
生
の
身
の
安

全
を
第
一
に
、
引
き
続
き
環
境
整
備
に
取
り

組
ま
れ
る
と
の
こ
と
で
し
た
。

　

今
回
の
取
材
の
際
に
、
お
忙
し
い
中
を
丁

寧
に
ご
対
応
い
た
だ
い
た
皆
様
に
感
謝
い
た

し
ま
す
。　
　
　
　
　
　

 

【
取
材　

企
画
室
】
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短
期
給
付
等
掛
金
率

短
期
給
付
分
掛
金
率

　

現
行
の
掛
金
率
は
、
28
年
４
月
に
改
定
し

た
も
の
で
す
が
、
こ
の
た
び
、
30
年
度
に
短

期
勘
定
の
将
来
推
計
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
医

療
給
付
費
及
び
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
支
援

金
等
の
増
加
に
よ
り
、
33
（
２
０
２
１
）
年

度
に
は
、
積
立
金
を
す
べ
て
取
り
崩
し
て
も

不
足
金
が
生
じ
る
こ
と
と
な
り
、
財
政
の
均

衡
を
保
つ
こ
と
が
困
難
と
な
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、お
お
む
ね
将
来
の
３
年
間
で
財

政
が
均
衡
す
る
よ
う
、４
月
か
ら
０・３
３
７
ポ

イ
ン
ト
引
き
上
げ
、
８
・
５
６
９
％
と
し
ま
す
。

※ 

31
（
２
０
１
９
）
年
度
の
短
期
給
付
等
掛

金
率
の
う
ち
「
特
定
保
険
料
率
に
相
当
す

る
掛
金
率
（
高
齢
者
支
援
金
等
に
充
て
る

た
め
の
掛
金
率
）」
は
、
３
・
38
％
（
加
入

者
負
担
分
は
２
分
の
１
の
１
・
69
％
）
と

な
り
ま
す
。
こ
の
率
は
短
期
給
付
等
掛
金
率

の
内
訳
で
、新
た
な
負
担
が
生
じ
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

介
護
分
掛
金
率

　

厚
生
労
働
省
か
ら
示
さ
れ
る
諸
係
数
を�

基
に
介
護
納
付
金
を
算
定
し
た
結
果
、
前
年

度
よ
り
納
付
額
が
約
40
億
６
千
万
円
増
加�

す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、
現
行
の�

　

平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
度
の
掛
金
等
の
率
は
、
31
年
１
月
21
日
開
催
の
共
済
運
営
委

員
会
に
お
い
て
了
承
さ
れ
、
下
表
の
と
お
り
と
な
り
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成
31（
２
０
１
９
）年
度
の
掛
金
等
の
率
企
画
室

表　平成31（2019）年度の掛金等の率
①40歳以上65歳未満の加入者 （　）内は改定前掛金等の率〔単位：％〕

区　分 短期給付等掛金率※2 退職等年金
給付掛金率

加入者保険料率※2
〈軽減保険料率〉 合　計短期給付分 福祉事業分 介護分 計

甲 種
加 入 者

8.569
（8.232） 0.250 1.592

（1.424）
10.411

（9.906） 1.50
14.619［8月まで］
14.973［9月から］

（14.619）

26.530 ［8月まで］
26.884 ［9月から］

（26.025）
乙 種※１
加 入 者 等

8.569
（8.232） 0.195 1.592

（1.424）
10.356

（9.851） ― ― 10.356
（9.851）

丙 種
加 入 者 ― 0.195 ― 0.195 1.50

14.619 ［8月まで］
14.973 ［9月から］

（14.619）

16.314 ［8月まで］
16.668 ［9月から］

（16.314）
任 意 継 続
加 入 者

8.569
（8.232） 0.125 1.592

（1.424）
10.286

（9.781） ― ― 10.286
（9.781）

②40歳未満の加入者及び65歳以上の加入者 （　）内は改定前掛金等の率〔単位：％〕

区　分 短期給付等掛金率※2 退職等年金
給付掛金率

加入者保険料率※2
〈軽減保険料率〉 合　計短期給付分 福祉事業分 介護分 計

甲 種
加 入 者

8.569
（8.232） 0.250 ― 8.819

（8.482） 1.50
14.619［8月まで］
14.973［9月から］

（14.619）

24.938 ［8月まで］
25.292 ［9月から］

（24.601）
乙 種※１
加 入 者 等

8.569
（8.232） 0.195 ― 8.764

（8.427） ― ― 8.764
（8.427）

丙 種
加 入 者 ― 0.195 ― 0.195 1.50

14.619 ［8月まで］
14.973 ［9月から］

（14.619）

16.314 ［8月まで］
16.668 ［9月から］

（16.314）
任 意 継 続
加 入 者

8.569
（8.232） 0.125 ― 8.694

（8.357） ― ― 8.694
（8.357）

※１　乙種加入者等…短期のみ適用者（乙種加入者、協定特例加入者、放送大学・法科大学院等への公務員派遣加入者）
※２　掛金等率の改定時期については、短期給付等掛金率は４月、加入者保険料率〈軽減保険料率〉は９月となります。

（注） 　都道府県からの補助金がある場合は、毎月の報酬（給与）にかかる加入者保険料のみに補助されます。賞与等にかかる加入者保険料に
は補助されません。

１
・
４
２
４
％
を
０
・
１
６
８
ポ
イ
ン
ト
引

き
上
げ
、
１
・
５
９
２
％
と
し
ま
す
。

※�

介
護
納
付
金
の
増
加
は
、
介
護
費
の
増
加

に
加
え
、
介
護
納
付
金
に
総
報
酬
割
が
段

階
的
に
導
入
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
も
の

で
、
31
（
２
０
１
９
）
年
度
は
４
分
の
３

が
総
報
酬
割
、
残
り
の
４
分
の
１
が
加
入

者
割
と
な
り
ま
す
。

退
職
等
年
金
給
付
掛
金
率

　

30
年
財
政
再
計
算
の
結
果
（
本
誌
10
頁
参

照
）、
現
行
の
１
・
50
％
に
据
え
置
き
ま
す
。

加
入
者
保
険
料
率
（
軽
減
保
険
料
率
）

　

共
済
規
程
に
基
づ
き
、
31（
２
０
１
９
）年

４
〜
８
月
ま
で
は
14
・
６
１
９
％
、
９
月
〜

32（
２
０
２
０
）年
３
月
ま
で
は
０・３
５
４
ポ

イ
ン
ト
引
き
上
げ
、14・９
７
３
％
と
し
ま
す
。

子
ど
も
・
子
育
て
拠
出
金
率

　

現
在
の
０
・
29
％
か
ら
０
・
34
％
へ
変
更

と
な
る
予
定
で
す
。
決
定
さ
れ
次
第
、
改
め

て
通
知
し
ま
す
。

　

詳
細
は
、
通
知
文
又
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク
ス
〕
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。



10

共
済
業
務

平成 3 1 年 3 月 1 日　第 2 5 5 号

 
退
職
等
年
金
給
付
の

 
平
成
30
年
財
政
再
計
算
結
果

企
画
室　

　

退
職
等
年
金
給
付
の
財
政
再
計
算
は
、
退

職
等
年
金
給
付
の
財
政
が
健
全
か
ど
う
か
を

検
証
し
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
適
正
な
掛

金
率
を
定
め
る
た
め
に
行
う
計
算
の
こ
と
で

す
。
財
政
再
計
算
は
、
共
済
規
程
に
お
い
て
、

少
な
く
と
も
５
年
ご
と
に
行
う
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
平
成
27
年
10
月
の
制
度
発
足

時
に
お
い
て
、
初
回
の
財
政
再
計
算
に
つ
い

て
は
お
お
む
ね
３
年
ま
で
の
間
に
行
う
こ
と

と
し
て
い
ま
し
た
。

　

こ
の
た
び
、
財
政
再
計
算
を
実
施
し
た
結

果
（
表
）、
掛
金
率
は
、
現
行
の
１
・
50
％

表　財政再計算結果
支出 金額（億円） 費用率

退職年金等現価 5,855 1.806%
職務障害・遺族年金現価 50 0.015%

事務費現価 33 0.010%
総給付費現価① 5,939 1.832%

金額（億円） 費用率
退職等年金給付積立金② 1,102 0.340%

標準報酬等現価③ 324,169 ー
掛金率（①－②）/③ ー 1.492%

四捨五入しているため必ずしも合計と一致しません。

※ 「現価」とは、将来における価格（価値）を、利率（基準利 
率等）により割り引いて、現時点での価格（価値）に置き換 
えたものです。

※ 財政再計算の結果、計算上の掛金率は1.492％となりますが、
端数処理により1.50％として設定しています。

を
も
っ
て
財
政
の
均
衡
が
図
れ
る
こ
と
が
確

認
さ
れ
ま
し
た
。

※�

財
政
再
計
算
結
果
は
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク
ス
〕
に

も
掲
載
し
て
い
ま
す
。

〈
参
考
〉
退
職
等
年
金
給
付
の
財
政
運
営

　

財
政
方
式
に
つ
い
て
は
、
積
立
方
式
を
採

用
し
、
将
来
に
わ
た
る
退
職
等
年
金
給
付
に

要
す
る
費
用
「
給
付
費
等
」（
事
務
に
要
す

る
費
用
を
含
み
ま
す
）
の
予
想
額
の
現
価
に

相
当
す
る
額
か
ら
、
将
来
に
わ
た
る
掛
金
の

予
想
額
の
現
価
に
相
当
す
る
額
を
控
除
し
た

額
と
し
て
計
算
し
た
額
「
積
立
基
準
額
」
と
、

退
職
等
年
金
給
付
積
立
金
の
額
と
が
、
将
来

に
わ
た
っ
て
均
衡
を
保
つ
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
運
営
し
て
い
ま
す
。

  

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
お
け
る

  

情
報
連
携
の
開
始
時
期

  （
年
金
等
給
付
事
業
）

企
画
室　

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
お
け
る
年
金
等
給

付
事
業
の
情
報
連
携
の
開
始
は
延
期
と
な
っ

て
い
ま
し
た
が
、
平
成
31
年
１
月
16
日
に
厚

生
労
働
省
よ
り
、
情
報
連
携
に
つ
い
て
今
後

の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、
日
本
年
金
機
構
が
31
年
１

月
下
旬
か
ら
地
方
公
共
団
体
等
と
の
テ
ス
ト

を
行
う
ほ
か
、
現
時
点
の
想
定
は
次
の
と
お

り
で
す
。

・�

日
本
年
金
機
構
等
か
ら
地
方
公
共
団
体
等

へ
の
情
報
照
会
は
、
31
年
４
月
以
降
一
定

期
間
の
試
行
運
用
を
実
施
し
た
後
、
順
次

本
格
運
用
へ
移
行
す
る
予
定
で
す
。

・�

地
方
公
共
団
体
等
か
ら
日
本
年
金
機
構
等

へ
の
情
報
照
会
は
、
31
（
２
０
１
９
）
年

６
月
以
降
一
定
期
間
の
試
行
運
用
を
実
施

し
た
後
、
順
次
本
格
運
用
へ
移
行
す
る
予

定
で
す
。

　

厚
生
年
金
実
施
機
関
と
し
て
私
学
事
業
団

も
同
時
に
情
報
連
携
を
開
始
す
る
予
定
で

す
。

　

試
行
運
用
の
期
間
や
本
格
運
用
へ
の
移
行

時
期
、
本
格
運
用
に
お
い
て
省
略
で
き
る
添

付
書
類
等
は
、
関
係
省
庁
及
び
他
の
実
施
機

関
と
の
調
整
や
試
行
運
用
の
状
況
を
踏
ま

え
、
決
ま
り
次
第
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

学
生
就
職
活
動

サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
の
終
了

　
福
祉
部　
保
健
課

　

私
学
事
業
団
で
は
、
学
生
就
職
活
動
支
援

事
業
と
し
て
、
私
学
共
済
制
度
の
被
扶
養
者

で
就
職
活
動
を
行
う
学
生
及
び
私
学
共
済
制

度
に
加
入
す
る
学
校
法
人
等
の
学
生
を
対
象

に
、
平
成
23
年
６
月
か
ら
東
京
に
、
25
年
４

月
に
は
大
阪
に
「
私
学
事
業
団
学
生
就
職
活

動
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」を
設
置
し
て
い
ま
す
。

　

事
業
開
始
時
点
の
学
生
の
就
職
率
は
低
迷

し
て
い
ま
し
た
が
、
景
気
回
復
や
労
働
力
人

口
の
減
少
等
に
よ
り
、
学
生
の
就
職
率
は
改

善
し
、
就
職
活
動
に
お
け
る
学
生
を
取
り
巻

く
環
境
は
大
き
く
変
化
し
ま
し
た
。

　

29
年
度
の
保
健
事
業
の
見
直
し
（
本
誌
30

年
３
月
号
参
照
）
の
一
環
と
し
て
、
30
年
度

は
閑
散
期
の
相
談
ブ
ー
ス
を
減
ら
し
事
業
縮

小
を
行
い
ま
し
た
。

　

そ
の
う
え
で
、
さ
ら
に
事
業
継
続
の
必
要

性
等
を
慎
重
に
精
査
し
た
結
果
、
本
事
業
を

実
施
す
る
意
義
は
薄
れ
て
い
る
と
判
断
し
、

30
年
度
末
を
も
っ
て
終
了
す
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
ご
利
用
い
た
だ
き
あ
り
が
と
う

ご
ざ
い
ま
し
た
。

〔掛金率計算式のイメージ〕

 

－ 退職等年金給付積立金② 
決算時の実際の積立額 

標準報酬等現価③ 
将来にわたる標準報酬等の予想額の現価 

総給付費現価① 
給付費等の予想額の現価 

〔掛金率計算式のイメージ〕 
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人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
事
業
の
見
直
し

（
平
成
31
年
４
月
１
日
受
診
分
か
ら
適
用
）

福
祉
部　
保
健
課

　

人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
事
業
に
つ
い

て
は
、
他
団
体
と
の
補
助
基
準
な
ど
も
参
考

に
し
な
が
ら
、
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
度

か
ら
表
の
と
お
り
見
直
し
ま
す
。

◆
実
施
時
期

　

31
年
４
月
１
日
受
診
分
よ
り

◆
注
意
事
項

・�

31
（
２
０
１
９
）
年
度
を
初
年
度
と
し
て

改
正
し
ま
す
の
で
、
31
年
３
月
31
日
ま
で

の
利
用
分
は
現
行
ど
お
り
の
補
助
申
請
が

可
能
で
す
（
※
１
）。

・�

人
間
ド
ッ
ク
だ
け
で
な
く
、
特
定
健
康
診

査
と
市
区
町
村
が
実
施
し
て
い
る
が
ん
検

診
（
※
２
）
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ

り
、
引
き
続
き
疾
病
予
防
に
取
り
組
む
こ

と
が
で
き
ま
す
。

※�

１　

31
（
２
０
１
９
）
年
度
以
降
に
人
間

ド
ッ
ク
を
利
用
し
補
助
を
受
け
た
場
合

表　見直し内容

項目 現行 改正後

補助
回数

年度内
1回の補助

2年度に
1回の補助

（隔年度補助）

補助率
利用料金の

50％（消費税を
除きます）

変更なし

補助
上限額

25,000円 変更なし

に
、
翌
年
度
の
人
間
ド
ッ
ク
の
利
用
が
補

助
対
象
外
と
な
り
ま
す
。

※�

２　

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
福
祉
事

業
▼
健
康
管
理
に
役
立
つ
▼
が
ん
検
診
の

情
報
〕
か
ら
各
市
区
町
村
の
検
診
情
報
を

参
照
で
き
ま
す
。

◎
人
間
ド
ッ
ク
と
同
時
に
受
診
す
る

　

任
意
追
加
検
査
（
オ
プ
シ
ョ
ン
）

　

基
準
検
査
項
目
を
す
べ
て
満
た
し
た
人
間

ド
ッ
ク
と
同
時
に
任
意
追
加
検
査
を
受
診
し

た
場
合
（「
同
日
」、「
同
じ
医
療
機
関
」
に

限
り
ま
す
）、
任
意
追
加
検
査
も
私
学
事
業

団
で
審
査
の
う
え
、
補
助
対
象
と
し
て
い
ま

す
。
た
だ
し
、
補
助
額
は
補
助
上
限
額
の
範

囲
内
と
な
り
ま
す
。

◎ 

特
定
健
康
診
査
対
象
者
の
任
意
継
続
加
入

者
及
び
被
扶
養
者
が
人
間
ド
ッ
ク
を
利
用

す
る
場
合

　

受
診
日
に
40
歳
（
当
年
度
中
に
達
す
る
人

を
含
み
ま
す
）
〜
74
歳
ま
で
の
特
定
健
康
診

査
の
対
象
者
で
あ
る
任
意
継
続
加
入
者
及
び

被
扶
養
者
が
人
間
ド
ッ
ク
を
利
用
す
る
場
合

は
、
特
定
健
康
診
査
を
受
診
し
た
と
み
な
す

た
め
、
請
求
書
に
「
標
準
的
な
質
問
票
」（
※

３
）
及
び
「
人
間
ド
ッ
ク
の
検
査
結
果
（
写

し
）」
又
は
「
健
診
結
果
記
入
票
」（
※
３
）

を
必
ず
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
添
付

の
な
い
場
合
は
、
原
則
と
し
て
返
送
と
な
り

ま
す
。

※�

３　

私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
様
式
用

紙
等
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
〕
又
は
私
学
事
業

団
か
ら
送
付
す
る
『
特
定
健
診
元
気
ガ
イ

ド
』
に
用
紙
が
あ
り
ま
す
。

年
金
の
時
効
に
注
意
し
ま
し
ょ
う

～
年
金
請
求
の
時
効
は
５
年
で
す
～

年
金
部

　

年
金
を
受
け
る
権
利
は
、
請
求
手
続
き
を

し
な
い
ま
ま
受
給
権
が
発
生
し
た
日
の
翌
日

か
ら
原
則
と
し
て
５
年
を
経
過
す
る
と
、
時

効
に
よ
り
消
滅
し
ま
す
。

　

５
年
を
経
過
し
て
か
ら
の
年
金
請
求
に

な
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
に
は
、
時
効
完
成
前

（
５
年
以
内
）に
請
求
手
続
き
が
で
き
な
か
っ

た
理
由
を
書
い
た
「
遅
延
理
由
書
」
を
請
求

書
に
添
付
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　
「
遅
延
理
由
書
」
の
内
容
を
審
査
し
、
や

む
を
得
な
い
理
由
で
あ
っ
た
こ
と
が
認
め
ら

れ
た
場
合
に
は
、
年
金
の
決
定
を
行
う
取
り

扱
い
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
こ
の
場
合
で
も
、
年
金
の
支
払

い
は
請
求
時
点
か
ら
５
年
間
し
か
遡
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。
年
金
の
受
給
権
を
時
効
に

よ
り
消
滅
さ
せ
な
い
た
め
に
も
、
請
求
時
期

を
確
認
し
、
時
効
完
成
前
に
請
求
手
続
き
を

し
て
く
だ
さ
い
。

〔参考〕老齢・退職の年金の受給要件
●老齢厚生年金
　 平成27年10月以降において、①〜③の要件をすべて満たした時点で受給権が発生しま

す（ただし、27年９月までの間に退職共済年金の受給権が発生する場合は除きます）。
特別支給 本来支給

 ① 支給開始年齢（※１）に達していること 65歳に達していること
 ②  私学共済、厚生年金及び公務員共済の加

入期間（国民年金は除きます）の合計 
が１年以上あること

１か月以上の厚生年金（私学共済）の
加入期間があること

 ③ 受給資格期間を満たしていること（※２）受給資格期間を満たしていること（※２）
●退職共済年金
　 平成27年９月以前において、①〜③の要件をすべて満たした時点で受給権が発生します。

特別支給 本来支給
 ① 支給開始年齢（※１）に達していること 65歳に達していること
 ②   私学共済の加入者期間が１年以上あるこ

と
退職していること
私学在職中の場合は１年以上の私学共済
の加入者期間があること

 ③ 受給資格期間を満たしていること（※２）受給資格期間を満たしていること（※２）
　 ※１支給開始年齢（特別支給）

生年月日 年齢
昭和28年４月１日以前 60歳
昭和28年４月２日〜30年４月１日 61歳
昭和30年４月２日〜32年４月１日 62歳
昭和32年４月２日〜34年４月１日 63歳
昭和34年４月２日〜36年４月１日 64歳
昭和36年４月２日以降（特別支給はありません） 65歳

　 ※２ 老齢の年金を受けるために必要な受給資格期間は、平成29年８月に原則25
年から10年に短縮されました。

●退職年金（新３階年金）
　 平成27年10月以降の加入者期間を有している人が、①〜③の要件をすべて満たした

時点で受給権が発生します。
 ① 65歳以上であること
 ②   引き続く私学共済制度の加入者期間が１年以上あること
 ③ 退職していること（70歳みなし退職を含みます）
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加
入
者
の
資
格
取
得 

資
格
課　

　

教
職
員
を
採
用
し
た
と
き
は
、
採
用
日
か

ら
10
日
以
内
に
「
資
格
取
得
報
告
書 

DL
」
を

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
採
用
し
た
教
職
員
が

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
（
75
歳

以
上
）
で
あ
っ
て
も
資
格
取
得
の
報
告
は
必

要
で
す
。

　

な
お
、
４
月
１
日
採
用
予
定
者
は
、
事
前

受
付
（
本
誌
平
成
31
年
２
月
号
８
頁
参
照
）

を
利
用
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
提
出
す
る
書
類

⑴
資
格
取
得
報
告
書 

DL

①
新
規
資
格
取
得

　

初
め
て
私
立
学
校
の
教
職
員
と
し
て
採
用

さ
れ
た
人

②
継
続
資
格
取
得

　

前
任
校
を
退
職
し
た
日
又
は
そ
の
翌
日
に

後
任
校
で
教
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

③
再
資
格
取
得

　

過
去
に
私
学
共
済
制
度
の
加
入
者
で
あ
っ

た
人
で
、
中
断
期
間
を
経
て
再
び
教
職
員
と

し
て
採
用
さ
れ
た
人
や
、
私
学
共
済
制
度
の

任
意
継
続
加
入
者
で
あ
っ
た
人
で
、
引
き
続
き

私
立
学
校
の
教
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

※ 

同
一
法
人
で
複
数
の
学
校
を
有
す
る
場
合

は
、
必
ず
所
属
す
る
（
実
際
に
勤
務
す
る
）

学
校
記
号
番
号
で
「
資
格
取
得
報
告
書 

DL
」

採
用
時
の
手
続
き

を
作
成
し
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑵
所
属
学
校
等
変
更
報
告
書 

DL

　

複
数
の
学
校
を
有
す
る
同
一
法
人
内
で
別

の
学
校
に
異
動
（
勤
務
先
の
学
校
が
変
更
）

に
な
っ
た
人

※ 

必
ず
後
任
の
学
校
か
ら
「
所
属
学
校
等
変

更
報
告
書 

DL
」
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
「
資
格
取
得
報
告
書
」
の
記
入
上
の
注
意

⑴
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
欄

　

学
校
法
人
等
で
本
人
確
認
（
加
入
者
の
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
の
確
認
と
身
元（
実
在
）の
確
認
）

を
行
っ
て
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
正
確
に
転

記
し
て
く
だ
さ
い
。
本
人
確
認
の
方
法
は
私

学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
紹
介
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
に
か
か
る
確
認
書

類
は
添
付
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

⑵
基
礎
年
金
番
号
欄

　

基
礎
年
金
番
号
は
、
年
金
手
帳
や
基
礎
年

金
番
号
通
知
書
等
か
ら
正
確
に
転
記
し
、
確
認

し
た
書
類
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
基

礎
年
金
番
号
が
わ
か
ら
な
い
と
き
は
、
お
近
く

の
年
金
事
務
所
に
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
20
歳
未
満
の
人
や
来
日
直
後
の
外

国
人
で
基
礎
年
金
番
号
を
持
っ
て
い
な
い
と

き
は
、
基
礎
年
金
番
号
欄
の
「
２
．
無
」
を

○
で
囲
み
、
理
由
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　

基
礎
年
金
番
号
に
よ
り
過
去
の
私
学
共
済

制
度
の
加
入
経
歴
が
判
明
し
た
場
合
は
、
報

告
の
際
の
取
得
区
分
と
異
な
る
取
得
区
分
に

読
み
替
え
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
必
ず
確
認

通
知
書
等
で
内
容
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

⑶
住
所
欄

　

フ
リ
ガ
ナ
は
忘
れ
ず
に
記
入
し
て
く
だ
さ

い
。「
・
」「
＆
」
等
の
記
号
や
「
Ⅰ
」「
Ⅱ
」

等
の
ロ
ー
マ
数
字
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

　

漢
字
住
所
欄
は
都
道
府
県
名
を
含
め
、
35

字
以
内
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑷ 

加
入
者
氏
名
欄
に
外
国
人
の
氏
名
を
記
入

す
る
と
き

◦ 

フ
リ
ガ
ナ
欄
・
漢
字
欄
→
16
文
字
以
内
と

し
、
氏
と
名
の
区
切
り
に
１
か
所
ス
ペ
ー

ス
を
入
れ
ま
す
（
ミ
ド
ル
ネ
ー
ム
等
が
あ

る
場
合
で
も
区
切
り
は
１
か
所
の
み
）。

◦ 

フ
リ
ガ
ナ
欄
→
カ
タ
カ
ナ
で
、
濁
点
や
半

濁
点
も
一
字
で
記
入
し
ま
す
。
ア
ル
フ
ァ

ベ
ッ
ト
は
登
録
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
例

え
ば
「
ジ
ョ
ー
ジ
」
の
「
ョ
」
等
の
小
さ

い
カ
タ
カ
ナ
文
字
は
、「
ジ
ヨ
ー
ジ
」
と
大

き
い
カ
タ
カ
ナ
文
字
で
登
録
さ
れ
ま
す
の

で
、
あ
ら
か
じ
め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

◦ 

漢
字
欄
→
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
を
使
用
す
る

場
合
は
、
大
文
字
の
み
と
な
り
ま
す
（
カ

タ
カ
ナ
や
漢
字
も
可
）。

 
被
扶
養
者
の
認
定 

資
格
課　

　
「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」と
添
付
書
類
を
、

必
ず
資
格
取
得
日
か
ら
30
日
以
内
に
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。
30
　

日
を
過
ぎ
て
申
請
し
た
場

合
は
、
そ
の
申
請
を
私
学
事
業
団
で
受
理
し

た
日
（
消
印
な
ど
で
発
信
日
が
確
認
で
き
る

場
合
は
そ
の
日
）
が
被
扶
養
者
の
認
定
日
と

な
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

　

や
む
を
得
な
い
事
情
で
、
期
日
ま
で
に
添

付
書
類
が
整
わ
な
い
と
き
に
は
、「
被
扶
養
者

認
定
申
請
書
」
に
添
付
書
類
が
整
わ
な
い
理

由
書
を
添
え
て
30
日
以
内
に
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。
申
請
書
を
受
け
付
け
後
、
返
送
し
ま

す
の
で
、
添
付
書
類
が
整
い
次
第
、
一
括
し
て

再
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
場
合
は
、
期

限
内
に
申
請
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
し
ま
す
。

　

な
お
、
処
理
の
遅
れ
や
誤
り
に
つ
な
が
り

ま
す
の
で
、
添
付
書
類
の
み
を
別
送
す
る
こ

と
は
、
絶
対
に
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

　

加
入
者
番
号
の
決
定
前
に
提
出
す
る
場

合
、「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
加
入
者

番
号
欄
に
は
、
学
校
記
号
番
号
ま
で
を
必
ず

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　

継
続
資
格
取
得
や
所
属
学
校
変
更
の
場
合

は
、
被
扶
養
者
に
変
更
が
な
け
れ
ば
継
続
し

て
認
定
さ
れ
ま
す
の
で
申
請
は
不
要
で
す
。

　

た
だ
し
、
再
資
格
取
得
（
任
意
継
続
加
入

者
か
ら
の
再
資
格
取
得
を
含
み
ま
す
）
の
場
合

は
申
請
が
必
要
で
す
。

◆
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
の
添
付
書
類

⑴
新
規
資
格
取
得
や
再
資
格
取
得
の
場
合

　

加
入
者
と
の
続
柄
を
確
認
す
る
書
類
（
戸

籍
謄
本
等
）
や
収
入
を
確
認
す
る
書
類
な
ど
、

扶
養
の
事
実
を
確
認
す
る
書
類
を
添
付
し
て

く
だ
さ
い
。

　

被
扶
養
者
の
年
齢
や
続
柄
、
収
入
の
有
無
や

種
類
等
に
よ
り
、
認
定
に
必
要
な
添
付
書
類
が

異
な
り
ま
す
。
詳
細
は
、「
事
務
の
手
引
」
97

～
１
１
８
頁
や
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参

照
し
て
く
だ
さ
い
。

DL …私学共済ホームページ〔様式用紙等のダウンロード〕からダウンロードできます。
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⑵ 

任
意
継
続
加
入
者
が
再
資
格
取
得
し
、
任

意
継
続
期
間
に
認
定
さ
れ
て
い
た
被
扶
養

者
を
引
き
続
き
申
請
す
る
場
合

　
「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
余
白
に
任

意
継
続
加
入
者
で
あ
っ
た
と
き
の
加
入
者
番

号
と
「
任
意
継
続
か
ら
の
再
取
得
」
と
朱
書

き
す
る
こ
と
で
添
付
書
類
を
省
略
で
き
ま
す
。

⑶ 

他
の
健
康
保
険
制
度
（
国
民
健
康
保
険
を

除
き
ま
す
）
か
ら
引
き
続
き
資
格
取
得
す

る
場
合

① 

配
偶
者
と
子
の
認
定
申
請
に
限
り
、
前

の
健
康
保
険
制
度
で
認
定
さ
れ
て
い
た
場

合
、
続
柄
や
収
入
確
認
の
た
め
の
添
付
書

類
を
健
康
保
険
証
等
の
写
し
又
は
資
格
証

明
書
原
本
（
続
柄
、
生
年
月
日
が
確
認
で

き
る
も
の
）
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

② 

子
の
み
を
認
定
申
請
す
る
場
合
で
、
学
校

法
人
等
か
ら
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い

と
き
は
、
①
の
他
に
加
入
者
と
配
偶
者
の

収
入
を
比
較
す
る
書
類
が
必
要
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、
加
入
者
の
年
収
見
込
証
明

書
（「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
加
入
者

年
間
所
得
推
計
額
欄
へ
の
記
入
）
と
、
配
偶

者
の
年
収
見
込
証
明
書
又
は
前
年
の
源
泉
徴

収
票
の
写
し
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
死
亡
・
離
婚
等
に
よ
り
配
偶
者
が

い
な
い
場
合
は
、
加
入
者
及
び
子
の
戸
籍
謄

本
が
必
要
で
す
。

◆
国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者
の
届
け
出

　

65
歳
未
満
の
加
入
者
が
20
歳
以
上
60
歳
未

満
の
配
偶
者
を
被
扶
養
者
と
し
て
認
定
申
請

す
る
場
合
は
、「
国
民
年
金
第
３
号
被
保
険
者

関
係
届 

DL
」
を
同
時
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

 

加
入
者
証
等
が
届
く
前
に

 

保
険
診
療
を
受
け
る
と
き

 

資
格
課･

短
期
給
付
課　

⑴ 

加
入
者
番
号
が
決
定
し
て
い
る
場
合
又
は

被
扶
養
者
の
認
定
が
確
定
し
て
い
る
場
合

　

本
事
業
団
が
了
承
し
た
と
き
に
限
り
、
学

校
法
人
等
の
代
表
者
が
、
加
入
者
に
「
療
養

資
格
証
明
書
」（「
事
務
の
手
引
」
59
～
61
頁

や
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
事
務
担
当
者

用
ペ
ー
ジ
〕
を
参
照
）
を
交
付
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
加
入
者
番
号
が
決
定

す
る
前
や
被
扶
養
者
認
定
が
確
定
す
る
前
に

交
付
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
む
や
み
に

発
行
し
て
無
資
格
診
療
を
誘
発
す
る
こ
と
の

な
い
よ
う
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

⑵
加
入
者
番
号
等
が
未
決
定
の
場
合

　

医
療
機
関
等
の
窓
口
で
、
一
旦
医
療
費
の

全
額
を
自
己
負
担
し
、
加
入
者
番
号
等
が
決

定
し
た
後
、
一
部
負
担
金
（
原
則
３
割
）
以

外
の
保
険
診
療
分
を
、
療
養
費
・
家
族
療
養

費
と
し
て
請
求
で
き
ま
す
。「
療
養
費
・
家

族
療
養
費
等
請
求
書 

DL
」
に
医
療
機
関
等

の
証
明
を
受
け
た
「
診
療
報
酬
領
収
済
証
明

書 

DL
」（
注
）
を
添
付
し
て
本
事
業
団
に
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。

注 　
「
領
収
書
」
原
本
と
「
診
療
報
酬
明
細

書
（
レ
セ
プ
ト
）」
の
写
し
で
も
可

継
続
資
格
取
得
者
の
福
祉
事
業

 

保
健
課･

貸
付
課　

◆
積
立
貯
金

　

積
立
貯
金
に
加
入
し
て
い
る
人
が
継
続
資

格
取
得
し
た
と
き
は
、
自
動
的
に
一
時
留
保

（
中
断
）と
な
り
ま
す
。
新
た
な
加
入
者
番
号

が
決
ま
り
次
第「
積
立
復
活
届
書
」を
提
出
す

る
こ
と
で
、
積
み
立
て
を
再
開
で
き
ま
す
。

詳
細
は
、「
事
務
の
手
引
」
７
７
８
～
７
８
１

頁
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

　

積
立
共
済
年
金
又
は
共
済
定
期
保
険
に
加

入
し
て
い
る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き

は
、
自
動
的
に
継
続
加
入
と
な
り
ま
す
（
手

続
き
不
要
）。
な
お
、
継
続
資
格
取
得
時
に

住
所
及
び
振
替
口
座
の
変
更
を
す
る
場
合
、

積
立
共
済
年
金
加
入
者
は
「
積
立
共
済
年
金

振
替
口
座
・
住
所
変
更
依
頼
書
」
を
、
共
済

定
期
保
険
加
入
者
は
「
共
済
定
期
保
険
事
業

振
替
口
座
・
住
所
・
電
話
番
号
変
更
申
出
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
貸
付
け

⑴
一
般
・
教
育
・
結
婚
・
災
害
・
医
療
貸
付

　

住
宅
貸
付
以
外
の
貸
付
け
を
利
用
し
て
い

る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き
は
、
後
任

校
を
通
し
て
「
異
動
報
告
書 

DL
」
を
提
出
す

る
こ
と
で
、引
き
続
き
定
期
償
還
が
で
き
ま
す
。

⑵
住
宅
貸
付

　

住
宅
貸
付
を
利
用
し
て
い
る
人
に
前
任
校

か
ら
退
職
手
当
等
が
支
給
さ
れ
る
と
き
は
、

継
続
資
格
取
得
を
し
て
も
、
即
時
償
還
を
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
前
任
校
の

退
職
手
当
等
で
全
額
償
還
で
き
な
い
な
ど
の

場
合
、次
の
と
お
り
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
前
任
校
の
手
続
き

イ 　

退
職
手
当
等
の
額
が
即
時
償
還
額
よ
り

も
少
な
い
と
き
は
、
退
職
手
当
等
の
支
給
額

を
明
記
し
た
「
退
職
手
当
支
給
証
明
書 

DL
」 

（
書
式
は
任
意
）
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

本
事
業
団
か
ら
支
給
額
に
応
じ
た
即
時
償

還
額
の
通
知
等
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
退

職
手
当
等
か
ら
償
還
額
を
控
除
し
て
学
校

法
人
等
が
払
い
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

ロ 　

前
任
校
と
後
任
校
が
同
一
県
内
の
退
職

金
財
団
に
加
盟
し
て
い
る
た
め
、
退
職
手

当
等
が
引
き
継
が
れ
る
と
き
は
本
事
業
団

に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

ハ 　

そ
の
他
の
事
情
で
退
職
手
当
等
が
支
給

さ
れ
な
い
と
き
は
、「
退
職
手
当
不
支
給
理

由
書
」（
書
式
は
任
意
）
を
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。

②
後
任
校
の
手
続
き

　

次
の
書
類
を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◦「
異
動
報
告
書 

DL
」

◦「
退
職
手
当
引
当
承
諾
書 

DL
」

◦「
団
体
信
用
生
命
保
険
申
込
書
兼
告
知
書

（
だ
ん
し
ん
告
知
書
）
DL
」（
団
体
信
用
生
命

保
険
に
継
続
し
て
適
用
を
希
望
す
る
場
合
）

　
「
異
動
報
告
書 

DL
」
の
到
着
後
、
即
時
償
還

を
取
り
消
し
て
定
期
償
還
を
継
続
し
た
旨
を
通

知
し
ま
す
。
前
任
校
が
「
資
格
喪
失
報
告
書 

DL
」 

を
事
前
受
付
で
提
出
し
た
場
合
は
、
４
月
分

の
定
期
償
還
の
「
払
込
取
扱
票
」
を
個
別
に

作
成
し
送
付
し
ま
す
の
で
、
借
受
人
か
ら
償

還
額
を
預
か
り
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。

　

詳
細
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、「
事
務
の
手
引
」
９
４
４
～
９
４
６

頁
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

 本文記載の「事務の手引」は、平成30年版を参照してください。



平 成 3 1 年 3 月 1 日　第 2 5 5 号私学事業団ホームページ　https://www.shigaku.go.jp/
助成業務　https://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務　https://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）

月の共済業務スケジュール３

月の共済業務スケジュール４

共済事業本部
〒113 - 8441　東京都文京区湯島1-7-5
☎03（3813）5321（代表）
電話照会の際は、学校記号番号、加入者番号が
確認できるものをお手元にご用意ください。

共済業務

４日（月） 貸付  送金
６日（水） 貸付  ２月分定期償還期限
８日（金） 貯金  払込期限（必着）
15日（金） 貸付  ４月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り
20日（水） 貯金  送金
22日（金） 貸付  送金

25日（月）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（木）
掛金等  2月分掛金等口座振替（自振校のみ）
貸付  ３月分定期償還口座振替（自振校のみ）

29日（金） 貸付  ４月22日送金分申込締め切り

１日（月） 掛金等  ２月分納期限
２日（火） 貸付  送金
６日（土） 貸付  ３月分定期償還期限
10日（水） 貯金  払込期限（必着）
15日（月） 貸付  ５月７日送金申し込み・任意償還申出締め切り

資格取得・資格喪失報告書の事前受付

　平成31年３月31日退職者及び４月１日採用予定者の届
け出の事前受付を実施しています。加入者証等は処理（決
定）後に順次発送します。
　受付開始：３月１日（金）
　決 定 日：受け付けから８～10日後の火・金曜日
　発 送 日：決定日から３日後
◦ 受け付けから加入者証等の発送までの事務処理におお

むね２週間（標準処理期間）が必要となります。
　 ただし、継続資格取得者については、前任校の資格喪
失が確認できるまで処理が保留となります。
◦ 標準処理期間中は、処理状況に関する照会を控えてい

ただくようご協力をお願いします。
◦ ３月中に加入者証等が学校法人等に届いた場合でも、

４月１日以後に該当者に渡してください。
◦ 例年、取得時報酬の訂正が多くなっています。誤りの

ないよう確認のうえ提出をお願いします。事前受付で処
理した内容を訂正できるのは４月１日以後となります。
◦ 詳しくは、本誌２月号８頁又は私学共済ホームページ
〔事務担当者用ページ▶共済業務スケジュール▶業務
カレンダー年間スケジュール▶３月▶資格関係の事前
受付▶Q＆A〕をご覧ください。 【業務部　資格課】

共済定期保険の配当金の送金

　平成30年度配当金の送金は６月下旬の予定です。30年
10月１日現在の共済定期保険加入者に配当します。現在
届け出ている指定金融機関（保険料振替口座）の口座解
約や改姓による名義変更又は金融機関の統廃合による支
店名や口座番号の変更がある場合には、４月10日（水）
までに「振替口座・住所・電話番号変更申出書」を提出
してください。期限までに変更申出書の提出がないと、
配当金の送金が遅れる場合がありますので、速やかに届
け出てください。 【福祉部　保健課】

平成31（2019）年度の任意継続加入者にかかる
標準報酬月額の上限額
　平成31年４月から任意継続加入者になる人にかかる標
準報酬月額の上限額は、380,000円となります。
　なお、31（2019）年度の「任意継続掛金早見表」は３
月上旬に送付する予定です。
 【業務部　資格課・掛金課】

特定健康診査受診券の有効期限は
３月31日です
　平成30年６月に学校法人等から加入者に配付していた
だいた被扶養者の「特定健康診査受診券」の有効期限は、
31年３月31日（日）です。被扶養者の健康管理のために、
加入者に対して被扶養者への受診勧奨の呼びかけをお願
いします。
　私学共済ホームページに特定健診機関（病院）一覧を
掲載していますのでご利用ください〔福祉事業▶特定健
康診査・特定保健指導▶特定健診・保健指導機関（病院）
一覧〕。 【福祉部　保健課】

貸付けの申込締め切り日に
ご注意ください
　４月22日（月）送金分は３月29日（金）が申込締め切り日
となります。締め切り日（毎月15日・月末）が土・日・
祝日のときは繰り上がりますので注意してください。
 【福祉部　貸付課】

　共済事業本部へのお問い合わせが多い時期のため、
電話がつながりにくい状態となっています。特に月
曜日や午前中は大変混雑しており、ご迷惑をおかけ
しますが、ご了承ください。
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（「月報私学」はホームページにも掲載しています）INFORMATION

私学振興事業本部
〒102 - 8145
　東京都千代田区富士見1-10-12
☎03（3230）1321（代表）

助成業務

助成業務の貸付金にかかる償還のご案内
（平成31年３月分）

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後に送付した「償還年次表」及び２月下旬
に送付した「貸付金返済期日のご案内（払込通知書）」を
参照のうえ、払込指定期日までに私学事業団指定口座に入
金してください。
　払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（本
事業団の口座に入金された日）までの期間について、延
滞金が発生しますのでご注意ください。
　また、償還金の振り込みに当たっては、次の点に留意
してください。
① 　「貸付金返済期日のご案内（払込通知書）」の「振込

依頼書」を使用し、「電信扱い」にしてください。
② 　インターネットバンキング等を利用する場合は、「振

込依頼書」に記載の法人番号と法人名を通信欄に入力
して、振り込んでください。

③ 　償還金は、設置学校ごとに分割して振り込まず、必
ず「学校法人単位」で一括して振り込んでください。

※ 私学事業団ホームページ〔助成業務のご案内▶融資▶
貸付金に係る元金・利息のご返済（平成31年３月）〕
も併せてご覧ください。

【融資部　融資課】
☎03（3230）7871・7872

 Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp

「自己診断チェックリスト」を
ご活用ください
　平成30年度版「自己診断チェックリスト」を私学事業
団ホームページ〔助成業務のご案内▶経営支援・情報提
供▶自己診断チェックリスト　平成30年度版〕に掲載し
ています。
　自法人の経営状態の把握や経営改善に向けた取り組み
にぜひお役立てください。
　　　　　　　　【私学経営情報センター　経営支援室】
　　　　　　　　　　 ☎03（3230）7829・7830
　　　　　　　　　　 Ｅメール　shien@shigaku.go.jp

委員就退任のお知らせ
◆共済運営委員会

　平成30年12月31日付
　退　任 村　山　十　五

　平成31年１月１日付
　新　任 小　澤　俊　通

助成業務貸付金残高証明書の発行

　貸付残高のある全学校法人に対し、平成31年３月31日
現在の貸付金残高証明書１部を４月下旬から５月上旬に
送付する予定です。発行願を提出する必要はありません。
　ただし、以下の①又は②に該当する場合は、法人番号・
法人名・使用目的・証明年月日・必要部数を明記し、契
約証書に使用した理事長印を押印した「残高証明書の発
行願」（A４判任意様式）と「返信用封筒（長３定型で
切手を貼付したもの）」を同封のうえ、提出してください。
①　30年度末現在の残高証明書を２部以上必要とする場合
② 　30年度末現在以外の時点での残高証明書を必要とす

る場合
　なお、30年度末時点において残高がない場合には、残
高証明書を発行しませんので、ご了承ください。

〔会計監査人への残高証明書の発行〕
　会計監査人宛ての残高証明書は、私学事業団から直接
監査人に発行します。必要とされる学校法人は、送付先の
監査人の住所・名称（氏名）を明記した「返信用封筒（表
書に『学校法人○○学園監査資料』・『学校法人番号』を
併記し、切手を貼付したもの）」と残高証明書発行願に当
たる「確認依頼状」（公認会計士協会所定様式）を提出し
てください。返信用封筒サイズは長３定型でお願いします。
　なお、発行時期は５月上旬となりますので、ご了承く
ださい。
　　　　　　　　　【融資部　融資課】
　　　　　　　　　　　☎03（3230）7871・7872
　　　　　　　　　　　Ｅメール　yushi@shigaku.go.jp
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融資事 業 の ご 案 内

宿泊施設 の ご 案 内 私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
h t t p s : / / w ww . s h i g a k u k y o s a i . j p /
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（禁無断転載）　

兼六園の梅（写真提供：金沢市）

春の兼六園からの梅だより・・・
　３月の金沢の見どころはやはり兼六園の梅の花です。
　約 200 本にも及ぶ名梅を兼六園の梅林で楽しむことが
できます。兼六園は兼六荘から徒歩15分ほどです。
　兼六荘を拠点に金沢の梅の名所を訪ねてみませんか。

加賀料理堪能プラン
　和食堂「食彩　雪づり」で旬の食材を使用した加賀料理
をご賞味いただけるプランです。
１泊２食（２名１室／１名様） ツインＡ　11,800 円
（平成 31 年４月１日からは、13,000 円となります）
取扱期間：通年（年末年始を除きます）

〒920-0918　金沢市尾山町6-40　☎076（232）1239
（JR「金沢」駅から北鉄バスで「南町・尾山神社」下車、徒歩３分）金　沢　 兼

けん

　六
ろく

　荘
そう

加賀料理（イメージ）

校舎や園舎、体育館など耐震化はお済みですか？

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール　yushi＠shigaku.go.jp

問い合わせ先
（私学振興事業本部）

■主な事業と融資金利（平成31年３月１日現在）

主な事業内容
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

校（園）舎などの
建築・用地取得

年％ 年％ 年％

0.50 0.31 0.41
寄宿舎やセミナー
ハウスなどの建
築・用地取得

0.60 0.41 ―

園バスや備品など
の購入 ― 0.31

5年6か月以内
（うち据置6か月）

0.31
※�金利は毎月見直しています。なお、契約時の金利が償還完了まで
の固定金利となります。

ご相談はお早目にどうぞ

耐震化をお考えの際はまずはご相談ください！

校舎・園舎などの耐震化（耐震改築・耐震改修）に
私学事業団の融資をご利用いただくと、要件を満た
した場合、国の利子助成が受けられます。
利子助成は二つのパターンがあります。

そのほか耐震化以外の校舎、園舎などの建築や土地の購入、
機器備品の購入なども融資の対象となります。施設設備の整備
計画の際にぜひ事業団資金の活用をご検討ください。

詳細は私学事業団ホームページをご覧ください
https://www.shigaku.go.jp/s_yushi_menu.htm

※�事業を行う学校の種類や事業内容により、利子助成の対象になるか、
またどちらのパターンになるかが決まります。

※�融資金利が0.5％以下の場合、パターン①の４年目以降、パターン②の
全借入期間の利子助成は行われません。




